
 
 
 
 

 
注：対前年度は、全て平成１８年度当初予算対比 

 
 
 
 
 
◆ 平成１９年度当初予算（一般会計）は、「骨格予算」として編成し、対前年度 

３．４％減の６,６９０億円で７年連続マイナス 
   ただし、平成１８年度の特殊要因である志摩開発有料道路Ⅱ期無料開放負担金の

減分（31億円）と県営鈴鹿スポーツガーデン整備事業の終了に伴う減分（14億円）
を除くと、対前年度２．８％の減  

 
（単位：億円、％） 

    
 

      県の当初予算（一般会計）規模の状況                 （単位：億円、％） 
 

 
 
 
 
 
   （ ）は借換債除き 
 
                
       国の平成１９年度一般会計予算    ４ ．０ ％（一般歳出   １．３ ％）  
       平成１９年度地方財政計画     ▲ ０ ．０ ％（一般歳出 ▲ １．１ ％） 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 県税収入は、対前年度２０．４％増の２，７３８億円 
   （税源移譲分を除いた場合は、対前年度８．５％増の２，４６６億円） 

 
  

 
      県税収入の状況                                       （単位：億円、％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ ）内は、税源移譲分を除いた場合 

歳入・歳出の計数のポイント 
 

 
 予算は、対前年度３．４％の減で、７年連続マイナス（骨格予算） 
 
 

 Ｈ19 Ｈ18 Ｈ17 Ｈ16 Ｈ15 Ｈ14 

 
 当初予算額 

 

   6,690 

  
   6,928 

  
   6,980 

  
   7,004 

 
   7,049 

  (7,459) 
   7,632 

 
 対前年度比 

 

   ▲3.4 

  
   ▲0.7 

  
   ▲0.3 

  
   ▲0.6 

  
   ▲ 7.6 

(▲  3.3) 
    ▲ 1.1 

 

 
 県税収入は、対前年度４６４億円、２０．４％の増で４年連続のプラス 
 

 H19 
 

H18 
 

Ｈ17 Ｈ16 Ｈ15 Ｈ14 

  

当初予算額 

(2,466) 

 2,738 

  

2,274 

  

  2,061 

  

  1,995 

 

  1,853 

   

 2,008 

  
対前年度比 

   (8.5) 

   20.4 
  

   10.3 

 

     3.3 

 

     7.7 

 

   ▲  7.7 

 

   ▲ 8.3 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 地方交付税は、対前年度８．０％減の１，２６９億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆  県債は、退職手当の増嵩に対応するための退職手当債（８０億円）を新たに発行するこ

となどに伴い、対前年度３．５％増の８４５億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆  人件費は、団塊の世代の退職に伴い退職手当がおおよそ６２億円増加するものの、総

人件費抑制の取組等もあり、対前年度５９億円、２．５％増の２，３８１億円 
 
 
 
◆  扶助費は、生活保護扶助費等が増加することに伴い、対前年度３．３％増の１０５億円 
 
 
 
◆ 公債費は、元金償還金の増に伴い、対前年度１．４％増の９６５億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 地方交付税は、対前年度１１１億円、８．０％の減 
  
 

 
 県債は、対前年度３．５％増の８４５億円 
  

 
 義務的経費は、対前年度２．２％増の３，４５１億円 
 



 
 
 
 
 
 
 
◆ 投資的経費のうち公共事業については、「骨格予算」として継続事業を中心に当面の執

行が円滑に行われるよう、平成１８年度当初予算額の８０％程度を機械的に計上しているこ
となどに伴い、対前年度２０．８％減の１，１２７億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 財政調整基金（一般分）は、平成１９年度の事業執行及び危機管理対応に必要な額（２２

億円）を残し、５９億円を取り崩す。 
 
 
 
 
◆ 県債管理基金、その他特定目的基金についても可能な限り取り崩す。 
 
 
    県債管理基金取崩額 １７８億円    その他特定目的基金取崩額 ５１億円 
 
 
 
◆ 合わせて、２８８億円の基金を取り崩す。    （H18 取崩額 ４３８億円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  平成１９年度「重要課題対応枠」を用いて、新たな行政ニーズや県政の喫緊の課題

に対し、重点的な財源配分。 
 
  事業概要については、別紙１のとおり 

 
 投資的経費は、対前年度２０．８％減の１，１２７億円 
  
 

 
 財源不足に対しては、基金の取り崩しにより対応 
 

 
平成１９年度重要課題対応枠による予算配分の重点化 

 



 
 
 
◆ 厳しい財政状況のもと、限られた経営資源の中で、事務事業の「選択と集中」を一層進め、

簡素で効率的な「身の丈」にあった行財政運営を進める必要がある。 
 
 ○ 総人件費の抑制 
 
  「みえ経営改善プラン」を通じて、今後も総人件費の抑制に取り組む。 
 

・ 職員数の計画的な削減 
職員定数の推移（条例定数） 

             
    Ｈ１６ 26,514 人（＋2） 

 Ｈ１７ 26,417 人（▲97） 
 Ｈ１８ 26,335 人（▲82） 
Ｈ１９ 26,123 人（▲212） 

             （ ）内は、対前年増減数 
 

・ 給与制度の見直し 
    ・給与構造改革 
    ・管理職手当の定額化 
    ・特殊勤務手当の見直し 
    ・特別職の給料月額の引き下げ 
 

・ 平成１９年度おいても平成１７、１８年度に引き続き、三役は給料月額の５％を
減額し、部長級以下の管理職員については、管理職手当支給額の５％又は３％を
減額。 

 
○ 事業成果、費用対効果等の視点からの徹底した事務事業の見直し 

 
平成１９年度見直し事業  １６３事業  約 ７１億円の減 

 
区 分 事 業 数 金  額 

廃止 １１４（３８）事業  約５２（約１０）億円 
休止  １２（ １）事業  約１１（約 ３）億円 
リフォーム  ３７（１７）事業  約 ８（約 ２）億円 
合 計 １６３（５６）事業  約７１（約１４）億円 

    注： （ ）内は、成果の確認と検証によるもの 
 

参考：平成１８年度見直し事業  １８０事業  約 ５７億円の減 
 

区 分 事 業 数 金  額 
廃止 １００（３３）事業  約３５（約１０）億円 
休止  １１（ １）事業  約１０（約  ）億円 
リフォーム  ６９（２１）事業  約１２（約 ３）億円 
合 計 １８０（５５）事業  約５７（約１３）億円 

    注： （ ）内は、成果の確認と検証によるもの 

 
財政健全化に向けた取組 

 


